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提出書類記入上の注意  

（１）事業認定申請書（様式第１号） 

 

 

 

提出日を記入してください。 

 

 申請日以降に創業する方は空欄となります。 

 設立前の社名は記載しないでください。 

事業内容を的確に表現した簡潔な名称を３０字程度で記載してください。 

 

 

様式 3-3（申請事業の経費明細）の「補助金交付

申請額」を記載してください。 

※千円未満切り捨て 

・新規創業者の方（これから創業する方）又は、個人事業主の方 

→住民票に記載されている住所 

・法人の方 

 →本社の所在地 

押印は不要です。 

 

「令和７」と記載し

てください。 
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（２）企業概要書（様式第２号） 

 

 

 

 

 

 

「新規創業者の方（これから創業する方）」は、予定

されている名称・所在地を記載してください。 

 

今回応募する事業の実施に必要な許認可・免許等について記載してくださ

い。 ※該当する方のみ 

※事業に必要な許認可等を得ていること又は、必要となる許認可等の取得予定を確認

するために記載いただくものです。 

・新規創業者の方（これから創業する方）、個人事業主の方 

→応募者の居住地（住民登録されている住所地） 

・法人の方 

 →代表者の居住地（住民登録されている住所地） 

・新規創業者の方（これから創業する方） 

→今回応募する事業を始める直前の職業 

を選択してください。 

・創業後５年以内の方 

 →現在行っている事業を始める直前の職 

業を選択してください。 

・新規創業者の方（これから創業する方） 

 →個人事業主の開業予定日又は法人の設立予定日 

・創業後５年以内の方 

→個人事業主の開業日又は法人の設立日 

※個人事業主として開業し、その後法人成りした方は、 

個人事業主の開業日も記載してください。 
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（３）経営計画書（様式第３号）

 

・個人事業の場合は、令和７年１月から同年１２月を１年目（新規創業の方は、開業日から

令和７年１２月までを１年目）とし、会社の場合は、補助事業に着手する予定月を含む会

計期間を１年目（新規創業の方は、法人の設立日から決算月までを１年目）として、３年

間の事業スケジュールを具体的に記載してください。 

・予定している具体的な活動について、時期を明示しながら、箇条書き等 

で記載してください。なお、実施済みの活動も記載してください。 

１０ページ以内で作成してください。 

（ページの制限を超えている場合は採択されません） 
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売上見通しのほか、「売上原価」「販売管理費」など初期費用や固定費・

変動費の発生にも十分に配慮し、収支計画を検討してください。 

 

 

前ページの事業スケジュールと同様に個人事業又は法人の決算期に合わせて、

今後の見通しを記載してください。 

 

 

 

「積算根拠」については、見えている範囲で、売上構成、主要販売先、主要仕入先

などの情報を加えながら、売上高、売上原価、販売管理費の算出根拠を単価なども

表記して具体的に記載してください。記載欄は適宜拡張してください。 
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・補助事業の完了の日までに支援機関等からの支援を受け

ることは、本補助金の補助要件ですので、必ず記載して

ください。 

 

こちらに☑を記入された方は、それが分かる書類

（「認定特定創業支援等事業を受けたことの証明」

のコピーを提出してください。 

・ビジネスプランコンテストの受賞実績や他の補助金等の交付実績がある場合は、記載してください。 

 ※受賞実績や交付実績がわかる書類の写しを補足説明資料として提出してください。 
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（４）補助事業計画書（様式第３－２号） 

 

以下の項目について、記載してください。 

・自社が現在抱えている課題、今後の事業展開を踏まえて解決すべき課題などを具

体的に記載し、その課題を図るための事業を実施するなど、分かりやすく簡潔に目

的を記載してください。 

※資金繰り、運転資金の調達を目的としたものは、対象となりません 

・補助事業の具体的な内容（会社の事業内容ではありません。） 

→募集案内の「３．補助事業（３～４頁）」を参考に具体的に記載してください。 

・補助事業の効果（数値等を用いて具体的に） 

・補助事業について、実施年月（補助事業を行う時期） 

及び活動内容（どのような事業を行うのか。）を具体的 

に記載してください。 

３ページ以内で作成してください。 

（ページの制限を超えている場合は採択されません） 
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（４）申請事業の経費明細 (様式第３－３号)  

 

 

 

・補助事業実施のために必要となる経費について、費目ごとに金額を記載するとともに、 

金額の積算基礎を記載してください。 

・補助対象経費については、募集案内の「８．補助対象経費」を参照ください。 

・補助事業において取得した財産のうち、取得価格又は効用の増加価格が単価５０万円以 

上のものについては、補助事業終了後５年間、その処分等につき制限を受ける場合があ 

りますので、取得する場合には十分留意してください。 

・補助対象経費の内訳については、採択後に改めて内容を精査する手続き（交付決定）が 

あります。当該精査により減額となる場合があります。 

補助事業の実施に必要な経費で、補助対象経費以外の経費

（光熱水費、消耗品費など）を概算で記入してください 

「合計額（Ａ）」に１／２もしくは１／３

を乗じた額。※千円未満は切捨 

 

 

「補助金交付希望額」については、実際に補助金が支払われるのは

補助事業期間終了後ですので、補助事業期間内に補助金交付希望額

に相当する額を別途手当する必要があります。どのような方法で手

当てする予定なのか、記載してください。 

「必要な資金」をどのような方法（自

己資金、金融機関からの借入金、親族

からの借入金、補助金交付希望額 等）

で調達する予定なのかについて記載く

ださい。 

・リストから該当の有無を選択して下してください。 

・補助事業完了までになごのキャンパスもしくはナゴヤイノベ

ーターズガレージに会員登録等を行うと補助率が１／２にな

ります。（通常１／３） 

 


